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２年間にわたる非常事態を経て「正常化」

とよ た ひで お

豊 田 秀 夫

概 況

２００７年１月に成立したファクルッディンを首席顧問（首相に相当）とする非政党

選挙管理内閣（以下，ファクルッディン政権，あるいは政府）は，自由かつ公正な

選挙を実施し，選挙で選ばれた政府に民主的に権限を委譲することを最大の目標

としていた。その目標は２００８年１２月の総選挙をバングラデシュ史上最も公正に実

施したことにより達成された。しかし，選挙実施までの過程で，ファクルッディ

ン政権は２大政党を選挙に参加させるために多くの妥協を余儀なくされ，当初の

政治浄化の動きは勢いを徐々に失っていった。その結果，選挙を終えてみると，

バングラデシュはちょうど２年前の状態に戻ったようにもみえる。総選挙で大勝

を収めたアワミ連盟（AL）が，野党となったバングラデシュ民族主義党（BNP）と

協力し，選挙公約を真摯に実行に移していけるかが今後の課題となるだろう。

一方，このような政治的混乱にもかかわらず，経済はおおむね順調であった。

とくに縫製品輸出と海外労働者送金は安定した成長をみせ，バングラデシュ経済

を支えた。２００８年前半は，食料品をはじめとする生活必需品の価格高騰に政府は

悩まされたが，世界的不況の影響もあり，国内の物価上昇は落ち着きをみせつつ

ある。金融危機の直接的な影響はほとんどなかったが，今後，世界的な需要減退

が長期化する場合には，縫製品輸出と海外労働者送金に大きく依存するバングラ

デシュ経済にも深刻な影響が及ぶかもしれない。

国 内 政 治

BNP分裂の長期化と選管による政党との対話の遅れ

ファクルッディン政権は当初，カレダ BNP総裁とハシナ AL総裁が政治浄化

の妨げとなっているとして，両党の「改革派」に働きかけ，総裁権限を制限する
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方向での政党改革を実施させようとした。カレダ BNP総裁はその動きに激しく

抵抗し，２００７年９月に収賄容疑で逮捕される直前，改革派の指導者ブイヤン幹事

長の党籍を剥奪した。その処分に反発した改革派は，２００７年１０月２９日に党の最高

決議機関である党常任委員会を招集し，ブイヤンに対する処分の撤回とサイフ

ル・ラーマンの総裁代行就任を決定した。

選挙管理委員会（以下，選管）は，２００７年７月に発表したロードマップに従って

９月から選挙改革に関しての諸政党との対話を行ってきたが，総裁支持派と改革

派に分裂していた BNPとは対話を実施できないまま２００８年を迎えた。それは，

選管が改革派を招待したのに対し，カレダ BNP総裁は自分たちが党の主流であ

ると主張して最高裁高裁部（以下，高裁）に訴えを起こしたため，高裁が対話の一

時停止を指示したからである。

勾留中のカレダ総裁は判決の前に弁護士を通じ，党をひとつにまとめるよう呼

びかけたこともあったが分裂は解消されず，２００８年４月１０日，判決の日を迎えた。

高裁は総裁支持派あるいは改革派のいずれが BNPの主流派であるかといった問

題には踏み込まずに，選管が改革派を対話に招待したことに違法性はないとの判

断を下し，カレダ総裁の訴えを斥けた。選管はこの時点で BNPを除く主要な政

党とはすでに２回ずつ対話を行っていたが，４月中に選挙改革案をまとめて政府

に提出するにはもはや時間は残されていないと判断し，２７日，BNP改革派のみ

との対話を実施し，「すべて」の政党との対話を終え，改革案を政府に送付した。

選管と政党との対話は，ロードマップによれば前年１０月に終わることになってい

たが，この段階ですでに６カ月遅れとなった。

なお BNPはその後，改革派の衰退により，一応の再統一を遂げた。改革派の

サイフル・ラーマンは５月７日，党常任委員会会合に出席していた委員の一部が

裁判での証言で，同会合で決定への不支持を表明したことを理由に，前年１０月２９

日の党常任委員会の決定は有効ではなく，自身の「総裁代行」就任はそもそも無

効であったと認めた。そして，９月にカレダ総裁が釈放された時には党指導層全

員がカレダ総裁への支持を表明し，BNPはカレダ総裁の下にひとつにまとまっ

た。しかし，改革派の先鋒であったブイヤンへの処分が覆ることはなかった。

選挙実施にむけた政府と両政党の対話

ファクルッディン政権の顧問たち（大臣に相当）は，選管が BNPとの対話実施

に手を焼いていた頃，４月７日の ALを皮切りに諸政党との非公式な協議を行い，
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２８日には BNP総裁支持派との協議を終え，３０日にはファクルッディン首席顧問

に報告書を提出している。この予備的な協議にもとづいて，ファクルッディン首

席顧問は５月２２日から諸政党と選挙改革に関する公式対話を開始した。

２大政党の主な要求は，総裁の釈放，非常事態の解除，総選挙実施後のウポジ

ラ（郡）選挙実施の３つに要約できる。とくに第１の要求については，BNPと AL

両党ともに総裁が釈放されない限りは公式対話だけでなく，選挙もボイコットす

るとの姿勢を強く示したため，ファクルッディン政権は大きな決断を迫られるこ

ととなった。

両総裁の釈放

非常事態権限規則には同規則下で汚職容疑で訴追された者は保釈を認められな

いと規定されている。にもかかわらず，高裁は司法の判断としてこれまでも容疑

者の保釈を認め，裁判を一時停止する命令を出すことがあった。それに対し，最

高裁上訴部（以下，最高裁）は高裁の判断をことごとく覆してきたため，非常事態

宣言から約１年半の間，大物政治家が釈放されたことはなかった。風向きが変わ

り始めたのは２００８年６，７月頃からだった。

６月１２日，ハシナ AL総裁は，医師団の勧告にもとづいた政府の指示により期

限つきで仮釈放を許され，その日のうちに耳の治療のためアメリカに向けて出発

した。続いて，５月に収賄容疑で逮捕され，背中の痛みを訴え６月末から病院内

に勾留されていたイスラーム協会（JI）のニザミ総裁も，高裁が期限つき保釈を認

め，それに対し反汚職委員会が最高裁に上訴しなかったため，７月１５日に釈放さ

れた。さらに，１７日，カレダ BNP総裁の次男ココが政府の指示で保釈され，治

療のためバンコクに渡った。この３人が釈放されたことで次はカレダ BNP総裁

の番だとささやかれ始めた。

実際にカレダ BNP総裁が釈放されたのは９月に入ってからであった。一部報

道では，ファクルッディン政権はカレダ総裁が政治の世界に留まることは容認で

きても，その長男タレクだけは釈放したくないと考えていたため，交渉が長引い

たとも伝えられている。タレクは前政権期，党の幹事長筆頭代理という役職なが

ら事実上の最高実力者として権力を振るい，最も腐敗した人物と考えられたから

である。カレダ総裁と政府との間にどのような交渉が実際にあったのかは定かで

はないが，結局，タレクは９月３日に釈放され，カレダ BNP総裁が釈放された

１１日の夜に治療のためロンドンに向けて出発した。出発前には党の役職を辞任し
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た。カレダ総裁によれば，タレクは治療に専念し，政治から距離を置くことにな

る。

ファクルッディン政権はロードマップに従った２００８年末までの総選挙実施とい

う最大の使命を遂行するため，ハシナ AL総裁とカレダ BNP総裁を釈放し，両

政党との対話実施の障害を取り除いた。ここで，両総裁を政界から排除しようと

する「マイナス２計画」は放棄されたことになる。

政府と ALとの公式対話は，ハシナ総裁釈放後の７月３日，また BNPとの対

話はカレダ総裁釈放後の１０月１４日に行われた。総裁釈放後，両党の要求は，他の

党指導者の釈放および訴追取り消しのほか，非常事態解除，ウポジラ選挙延期の

２つとなった。さらに BNPは，ファクルッディン政権の進める選挙制度改革の

総決算として，政党登録の義務づけ，立候補資格の厳格化等を伴う改正人民代表

令が８月１９日に公布されたのを受けて，政党登録条件緩和等を要求に加えた。

選挙日程発表と非常事態解除まで

改正人民代表令が公布された後，９月上旬，選管は再び諸政党との対話を開始

し，BNPと JIとはカレダ総裁釈放後の２０日に対話を実施した。同日夜，ファク

ルッディン首席顧問は国民にむけて演説を行い，総選挙を１２月１８日，ウポジラ選

挙を１２月２４日と２８日に行うと発表した。諸政党はウポジラ選挙の国会総選挙前の

実施への反対を表明していたので，その実施の順についての要求はこの時受け入

れられたことになる。

改正人民代表令で義務化された政党登録については，ALは基本的に歓迎する

姿勢をみせたのに対し，BNPはその登録条件を緩和するよう要求し，一定の譲

歩を得て，１０月２０日に登録申請手続きを取った。それにより，１２月実施の選挙に

主要政党すべてが参加するであろうとの期待が高まった。

最後に残った最大の障害は，諸政党が再三にわたり要求していた非常事態解除

である。その要求についてファクルッディン政権は容易に受け入れようとせず，

１０月２３日に行われた政府と２大政党との第２回目の対話においても結論は出なか

った。

９月下旬，国連総会出席のため渡米していたファクルッディン首席顧問は『タ

イム』誌（２００８年９月２５日）のインタビューに答えて，過去の選挙で不正資金と暴

力という手段が用いられてきたことを指摘し，それを防ぐためには非常事態体制

を維持する必要があるとの考えを示していた。他方で，諸政党はなぜそこまで非
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常事態下の選挙に反対していたのか。一説には，政党が懸念したのは，ファクル

ッディン政権が次期政権に自分たちが行った諸改革を承認させるため，非常事態

下で選挙を実施し，自分たちに都合のよい候補者だけを当選させようとすること

だったともいわれている。果たしてファクルッディン政権がそのような思惑を抱

いていたかは知る由もないが，２００７年１月の非常事態宣言以降，国を追われかけ，

党改革の名のもとに党内における地位を奪われそうになり，さらには，不正容疑

で身柄を拘束されるという危機を経験してきた２大政党の両総裁がファクルッデ

ィン政権に強い不信感を持っていたとしても不思議ではない。

２００８年１１月には BNPがイスラーム教徒のメッカ巡礼を理由に総選挙投票日を

１カ月延期するよう要求したため，政府による調整の末，ようやく最終的な日程

が１１月２３日に発表された。国会総選挙は１２月２９日，ウポジラ選挙は２００９年１月２２

日に実施されることとなった。

選挙投票日の交渉を重ねるなかで，１１月下旬には，非常事態の解除は投票日よ

りも前に実施に移されるだろうとの雰囲気が漂った。２５日にはモイーン陸軍参謀

長も政府に対し，非常事態を解除するよう要請したと報じられた。そして１２月１０

日，政府は１７日に非常事態を解除すると発表するに至る。もはや諸政党が選挙を

ボイコットする理由はなくなった。

ALの選挙公約

１２月１２日，ハシナ AL総裁は，独立５０周年に当たる２０２１年におけるバングラデ

シュのあるべき姿を描いた「ヴィジョン２０２１」とそれを実現するための２３項目を

選挙公約として発表した。そして，その公約を，今回初めて有権者として登録さ

れた若者たちに対し，彼らの明るい未来のため同ヴィジョンを捧げると述べ，若

年層に支持を訴えた。

公約のなかで最優先項目として提示されたのは，次の５項目であった。第１に

コメ等の必需品価格抑制のため，国内での増産を図りつつ，輸入を確保し，価格

を不当に吊り上げるような買い占めと退蔵を監視するとともに，世界的不況に対

処するため，タスクフォースを設置するとの考えを示した。第２に汚職対策とし

て，反汚職委員会の独立性を確保することを挙げている。第３に電力とエネルギ

ーを確保するため，原子力発電所を含む発電所の新規建設と保守を行うとともに，

天然ガスと石炭の探査を進めることを約束している。第４に農業・農村振興と最

貧層向けの社会保障事業拡充を進めるとともに，雇用拡大を図ることにより，貧
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困と不平等を解消するとの公約を示した。第５にガバナンス改善のための行動計

画として，テロリストの取り締まり，戦争犯罪者の訴追，独立した司法の確立，

選挙制度改革の継続，政治におけるイスラーム原理主義にもとづく暴力行為の禁

止，海外居住者への選挙権付与，行政改革，警察の近代化等を挙げている。

以上の５つが ALが最優先に取り組むと国民に約束した事項であるが，これら

はバングラデシュの抱えている問題を端的に示している。とくにテロ問題に関し

ては，前 BNP政権期に頻発した爆弾事件の多くがハルカトゥル・ジハード

（HuJI）によって実行されたことが警察捜査・裁判の過程で判明しており，未解

決の事件も含めて今後の進展が注目される。HuJIの一派を率いていたとされる

ハンナンを含めた３人に対しては１２月に死刑判決が下された。また，バングラデ

シュで発生した爆弾事件の犯人がインドのコルカタで逮捕され，また近隣国から

バングラデシュに武器が流れているとの情報もあり，テロ取り締まりは一国だけ

の取り組みで対処できる問題ではないとの共通認識が生まれている。この点につ

いて，ALは公約のなかで，テロ対策のための南アジア地域タスクフォースの設

立を挙げている。このタスクフォース構想の詳細は明らかにされていないが，他

国の軍隊がバングラデシュで行動することを許すものであるとするならば，イン

ドの介入を懸念する勢力からの反対が予想される。

BNPの選挙公約

１２月１３日，BNPのカレダ総裁は「国を救え，人々を救え」と題した同党の選

挙公約を発表した。その主な内容は ALの公約と驚くほど共通していた。最初に

挙げたのは，物価抑制，治安改善とテロ撲滅，汚職対策，経済開発，電力供給増

大，エネルギー問題解決であり，その中身も ALとほぼ同様であった。『デイリ

ースター』紙が選挙前に実施した有権者の意識調査の結果でも物価，汚職対策，

治安が有権者の３大関心事項となっており，国民と主要政党の問題意識の間に大

きな差はなく，国全体の共通認識になっていたといってよいだろう。

他方で，BNPの公約には言及されていない ALの公約のうち，今後政党間の

対立を生む問題になると予想されるのは「戦争犯罪者」の訴追問題である。BNP

と連合を組んでいる JIは，１９７１年の独立戦争時にパキスタンからの独立に反対

し，パキスタン側に協力してバングラデシュ人を虐殺したといわれている。過去

２年間，その当時の虐殺行為を戦争犯罪として裁くべきとのキャンペーンが展開

されてきたが，現行の国内法での裁判は容易でないと考えられる。
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総選挙実施と AL大勝

１２月２９日，選挙区３００のうち立候補者

の死去により延期になったノアカリ県第

１区を除く２９９選挙区で，国内外の選挙

監視団による監視の下，投票は平和的か

つ公正に行われた。

今次選挙では，写真つき有権者名簿と

IDカードが使用され，不正が許されな

い環境が整っていた。この名簿は，陸軍

が支援国，国際機関からの資金援助を受

けて完成したものである。１０月１４日，名

簿が軍から選管に手渡された時，フダ選

管長は，有権者総数は約８１１３万人で２００６

年の登録者数約９３００万に比べて１０００万人

以上少なかったが，その減少分の多くは

実在しない架空有権者であったと発表し

た。

選挙前には，非常事態下で実施された

８月の市議会選挙（４特別都市と９一般

都市）での選挙結果等から，前野党 ALがやや優勢と伝えられていたが，２９日夜

から徐々に明らかになった集計結果は，選挙前の予想を大きく上回る前野党 AL

の大勝であった（表１）。ALが大敗北を喫した前回選挙の６２議席から２３０議席と議

席数を拡大させ，選挙直前に「大連合」からいったん離脱を表明しながら最終的

に ALと手を組んだ国民党エルシャド派（JP）も２７議席（前回１４議席）を獲得した結

果，ALを中心とする大連合全体では２６２議席を獲得し，圧勝を収めた。他方，前

政権与党 BNPは前回選挙の１９３議席から大きく議席数を減らしわずか２９議席，JI

は２議席（前回１７議席）を確保したのにとどまり，４党連合全体でも３２議席（前回

２１６議席）と大敗した。投票率は前回の７６％を１１ポイント上回る８７％であった。

ALの大勝，そして BNPの大敗の要因としては，第１に前 BNP政権の失政，

とくに汚職腐敗の蔓延，イスラーム過激派による爆弾事件への不十分な対応に対

する国民の批判が挙げられる。ファクルッディン政権下で過去の汚職事件の大々

的な摘発が行われ，BNP，AL双方の幹部らが逮捕勾留される事態となったが，

２年間にわたる非常事態を経て「正常化」
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前政権与党 BNPのイメージのほうが大きく損なわれていた。また，イスラーム

過激派に対しては，単に取り締まりが不十分なだけでなく，閣僚経験者が HuJI

とともに爆弾事件に関わっていたとされ，BNPには国民の支持が集まりようが

なかった。第２には，国民の反「戦犯」感情の高まりが，バングラデシュの独立

に反対しパキスタン側に協力した JIおよび JIと組む BNPへの逆風になったとみ

られている。第３に，BNPの組織弱体化が挙げられる。ALが比較的早期に党の

分裂を回避したのに対し，BNPはカレダ総裁支持派と改革派に長期にわたり分

裂していたため，選挙準備が十分に行える体制が整わなかったともいわれている。

最後に第４の要因としては，「新しい」有権者たちによる変革への支持が挙げら

れる。ALは「変革」をスローガンにして選挙を戦ってきた。新たに投票権を得

た若年有権者たちはそうした ALの「変革」に期待を示したとされている。

各政党の得票率を前回と今回の選挙で比較してみると，前回は BNPと ALの

得票率はそれぞれ４１％，４０％で大きな差はみられないにもかかわらず，議席数で

表１ 国会議員選挙結果（２００１年と２００８年の獲得議席数と得票率）

２００１年 ２００８年
議席数 （得票率） 議席数 （得票率）

アワミ連盟（AL）
国民党エルシャド派（JP）
民族社会党（JSD）
労働党（WP）

バングラデシュ民族主義党（BNP）
イスラーム協会（JI）
バングラデシュ国民党（BJP）
イスラーム統一連合（IOJ）

４党連合計

その他

６２
１４
０
０

１９３
１７
４
２

２１６

８

（４０．０％）
（７．２％）
（０．２％）
（０．１％）

（４１．４％）
（４．３％）
（０．９％）
（０．６％）
（４７．２％）

（５．３％）

大連合計

４党連合計

２３０
２７
３
２
２６２

２９
２
１
０
３２

５

（４９．０％）
（６．７％）
（na）
（na）

（５５．７％）

（３２．７％）
（４．６％）
（na）
（na）

（３７．３％）

（７．０％）
合計 ３００ （１００．０％） ２９９ （１００．０％）

（注） 選出議席（定数３００）のみの結果（女性留保議席を含まず）。ALは２００１年の選挙では JP，
左派１１党連合（JSD，WP他）と共闘せず，単独路線をとった。２００８年選挙では１つの選挙
区で候補者死去により投票が延期になったため合計は２９９議席。
２００８年の得票率で，JSD，WP（以上，大連合），BJP，IOJ（以上，４党連合）の得票分は

「その他」に含まれている。そのため，各連合計にはそれら政党の得票分は含まれていない。
（出所）２００１年は選挙管理委員会公式発表（Bangladesh Election Commission Website），２００８

年は『デイリースター』紙発表（獲得議席数は Daily Star , Dec３１,２００８，得票率は Daily
Star , Jan２００９）より筆者作成。
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は BNP率いる４党連合が圧勝を収め，４党連合側の連合戦術の巧みさが際立っ

た。今回は BNPの得票率が３３％まで落ち込んだのに対し，ALの得票率は９ポ

イント増の４９％で，両党間の差は１６ポイント，両連合間の差は１８ポイント（ただ

し，連合内の小政党の得票率は含まず）に広がった。この差が，小選挙区制度の

下で，両党間の２００議席あまり，両連合間の２３０議席の差として現れることになっ

た。

経 済

好調な縫製品輸出と海外労働者送金

中央銀行の年次報告によれば，２００７／０８年度の実質 GDP成長率は，目標の７％

を達成できず，また独立以来の最高水準となった２００５／０６年度の６．６％，２００６／０７

年度の６．４％には及ばなかったものの，６．２％（暫定値。以下同様）と比較的好調で

あった。これで５年続けて６％台の成長を達成したことになる。部門別には，農

業部門の成長率は自然災害や鳥インフルエンザ発生の影響で前々年度の４．９％，

前年度の４．６％から３．６％に低下した。とくに畜産は，鳥インフルエンザ流行の影

響により前年度の５．５％から２．４％へ大きく減速した。他方で，前々年度９．７％，

前年度８．４％と経済成長を牽引してきた工業部門は６．９％とやや減速したものの，

サービス部門は前々年度の６．４％，前年度の６．９％と同水準を保ち６．７％と順調な

伸びを示した。

輸出については，縫製品が２００７／０８年度も前年度に引き続き成長を牽引した。

縫製品のうち，とくにニット製品輸出が２１．５％の伸びを記録し，１０．９％の伸びに

とどまった布帛縫製品の輸出額をついに追い抜いた。縫製品が輸出全体に占める

シェアは約４分の３（ニット３９．２％，布帛３６．６％）であった。他の輸出品では前年

度ふるわなかった茶の輸出が１００％以上の成長を記録し，数年前の水準に戻った。

輸出全体では，前年度比１５．７％増の１３９億ド
ルとなった。

他方，輸入は石油製品等の価格上昇とコメ等の不作による穀物輸入拡大の影響

で１５５億ド
ルから１９５億ド

ルに増加した（２５．６％増）。そのため貿易赤字は３５億ド
ルから５５

億ド
ルに拡大した。ただし，海外労働者送金が６０億ド

ルから７９億ド
ルと大幅に増加した

ことから，経常収支全体では６億７０００万ド
ルの黒字を計上した。

２００８／０９年度前半（２００８年７～１２月）も，輸出（７～１０月前年同期比３０．７％増）と

海外労働者送金（７～１１月前年同期比３３．８％増）の増大により良好なパフォーマン

２年間にわたる非常事態を経て「正常化」
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スを示している。また，銀行融資拡大による不動産投資拡大と，建築資材の価格

低下により，建築業が回復をみせていることも成長に寄与すると考えられる。

以上のように，政治的混乱にもかかわらず，２００７／０８年度から２００８／０９年度前半

にかけてのバングラデシュ経済はおおむね順調であったが，他方で縫製品輸出と

海外労働者送金に大きく依存する構造は依然として解消されていないといえる。

世界的な金融危機は，バングラデシュにこれまで大きな影響を及ぼしていない。

そもそもダカ証券取引所の時価総額に占める海外投資家の保有比率はわずか３％

にすぎず，国内金融機関による対外投資は中央銀行の規制により限られているた

め直接的な影響はほとんどなかった。しかし世界的な景気後退傾向が長期化する

場合には間接的に悪影響を及ぼすこともありうる。とくに今後，縫製品の主な輸

出先である欧米での需要が急速に減退する可能性が高いため，輸出および経済成

長が減速するとの見方もある。政府は２００８／０９年度の経済成長目標を６．５％と設定

しているが，アジア開発銀行（ADB）は２００８／０９年度の経済成長率を５．８％と予測

している。また，欧米ほど深刻ではないと考えられてはいるものの産油国をはじ

めとする労働者受入国の経済が縮小し，労働需要が縮小することがあればバング

ラデシュへの海外送金も減少することになるだろう。

食料品と石油製品の価格高騰

前年度のインフレ傾向は２００７／０８年度も続き，国民生活を圧迫した。消費者物

価上昇率は２００７年１２月に対前年同月比で１１．６％，食料品に限れば１４．５％を記録し

た（図１）。これは主に国際市場における石油その他の輸入品の価格高騰，自然災

害による不作によるものであった。しかし，２００８年後半に入り，国際市場におけ

る価格が急速に低下し，国内の食料品供給が改善されたことを受けて，消費者物

価上昇率は対前年同月比で９月の１０．２％から，１０月７．３％，１１月６．１％と確実に低

下している。

政府は，世界的な食料危機に対処するため，食料品の輸入関税軽減，コメおよ

び小麦の輸入拡大，コメの安価販売，食料増産のための化学肥料補助金給付など

さまざまな施策を採用した。２００７／０８年度通年のコメの生産量はボロ（乾季）稲の

豊作で最終的には前年度比６．１％増の２９７７万トンであった。コメの小売価格は

２００７／０８年度に入って高騰し続け，ボロ稲の収穫を迎える２００８年４月に１kg 当

たり３２．１タカまで上昇した。その後，いったん３０タカ以下に下落し，７月，８月に

３２．０タカに再び上昇した後，下降傾向にある。

２００８年のバングラデシュ
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また政府は，国際市場における石油製品の価格高騰の国内への影響を緩和する

ため，石油製品の公定小売価格を２００７年４月の引き上げ以降，２００８年７月まで据

え置いた（表２）。７月に価格引き上げ（ディーゼル燃料価格３７．５％増）を発表した

後，タミム首席顧問特別補佐官（エネルギー担当）は「２００７年には１バレル６０ドルで

あった原油価格は昨日の時点で１４３ドルに上昇しており，もし今値上げをしなけれ

ば政府は今年度，補助金に１７００億タ
カを支出しなければならなくなる。今回値上げ

した場合でも補助金には１０００億タ
カが必要」との見通しを示し，政府には他に選択

肢がなかったことを強調した。その後，国際市場での原油価格が７月１１日に最高

の１４７．５ドルを記録した後，急落したのを受けて，政府は１０月と１２月に値下げ（それ

ぞれ，ディーゼル燃料価格１２．７％減，４．２％減）を実施した。政府は２００８／０９年度

予算に補助金として４００億タ
カを計上しているが，１２月の値下げの時点で，バング

ラデシュ史上初めて補助金を充てる必要がなくなった。こうして政府は国際価格

高騰の国内への影響を緩和するのに一定の役割を果たす一方で，外部要因の変化

に助けられた格好ではあるが結果として財政負担を軽減することができた。中央

銀行の年次報告は，国内価格を国際市場価格に合わせて自動的に調整する価格決

定制度を導入すること，またその制度に農民と貧困層を困窮から保護するなんら

かのメカニズムを備えること，さらに代替的な国内資源を活用しエネルギー利用

効率を高めることを通じて石油製品輸入への依存度を小さくすることが重要とし

ている。なお，ハシナ AL新政権は発足直後の２００９年１月に一部石油製品の再値

図１ 消費者物価上昇率の推移（１２カ月平均と対前年同月比）

（出所） Bangladesh Bank, Economic Trend , Dec.２００８より筆者作成。
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下げを実施した。

対 外 関 係

インドとの関係

２００８年には，前年に引き続き，インドとの関係改善が積極的に進められた。ベ

ンガル暦の新年に当たる４月１４日には３４年ぶりにダカ＝コルカタ間直通列車の運

行が再開され，両国民，とくに国境両側のベンガル人に歓迎された。国境での出

入国手続きの煩雑さ等が問題になり，利用率は期待されたほど高くはないとの報

道もあるが，対インド関係改善の象徴的な出来事だったことは間違いない。

７月には前年に引き続き，年次外務次官会議がニューデリーで開催され，二国

間投資促進協定（BIPA）締結やテロ対策における協力等が議論された。８月には

南アジア地域協力連合（SAARC）首脳会議出席のためコロンボに滞在していたフ

ァクルッディン首席顧問とマンモハン・シン・インド首相が首脳会談を行った。

両首脳は，貿易不均衡是正，二国間の連結（コネクティビティ）改善，テロ撲滅の

ための情報共有等について議論した。シン首相は，テロには国境がなく，テロと

戦うためには両国がともに協力していく必要があることを強調した。

両国の陸軍トップが相互訪問したことも注目される。まず２月末からバングラ

デシュのモイーン陸軍参謀長がデリーとコルカタを訪問した。モイーン参謀長に

対するインド側の対応は一軍人への対応と少し異なっていたようにも思われる。

参謀長はインド三軍のトップだけでなく，デリーで，外相，商業担当閣外相ら，

コルカタでは西ベンガル州首相と面会し，ダカ＝コルカタ直通列車運行再開やイ

表２ 石油製品の公定小売価格の推移

（タカ／リットル，カッコ内は変化率）
２００６年６月 ２００７年４月 ２００８年７月 ２００８年１０月 ２００８年１２月 ２００９年１月

灯油・ディーゼル燃料

ガソリン

ハイオク・ガソリン

３３

５６

５８

４０
（２１．２％）

６５
（１６．１％）

６７
（１５．５％）

５５
（３７．５％）

８７
（３３．８％）

９０
（３４．３％）

４８
（－１２．７％）

７８
（－１０．３％）

８０
（－１１．１％）

４６
（－４．２％）

７４
（－５．１％）

７７
（－３．８％）

４４
（－４．３％）

７４
（０．０％）

７７
（０．０％）

（出所） Daily Star , Jul．１，Oct．２７, and Dec．２３,２００８および Jan．１３,２００９より筆者作成。
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ンドからのコメ輸入について議論した。インドからは７月末にインドのカプール

陸軍参謀長がダカとチタゴンを訪問した。インドの陸軍参謀長がバングラデシュ

を訪問したのは２００１年以来のことであった。

経済面では，１月にインドがバングラデシュ人による対インド投資禁止を解除

し，また２００７／０８年度にはインドからの輸入が中国からの輸入を上回りバングラ

デシュにとっての最大の輸入先の位置を取り戻すなどの進展がみられた。他方で，

インドのタタ・グループが前 BNP政権期の２００４年に製鉄所，発電所，肥料工場

建設など３０億ド
ルの対バングラデシュ大規模投資計画を発表し，バングラデシュ経

済活性化への期待が一時高まったが，前政権に引き続き，ファクルッディン政権

もタタに対しガスの供給確保を約束することに躊躇したため，結局，２００８年７月

末にタタは計画を断念したことを発表した。

２００８年１２月に問題が顕在化したのは，９月に２８年ぶりに協議が再開されていた

ベンガル湾における領海画定問題であった。バングラデシュ側の主張によれば，

インドの探査船がオーストラリア籍船とともに海底ガス田を探査する際に，バン

グラデシュの領海に侵入し，作業を行っていたとされる。バングラデシュ海軍が

監視を強化するなかで，船は作業を続けた。この時，バングラデシュのホセイン

外務次官は駐ダカ・インド大使に対し，文書で抗議するとともに作業の即時中止

を求めている。

その他，両国間の長年の懸案である河水配分，インド貨物のバングラデシュ領

内通過（トランジット）等の問題に大きな進展はみられなかったが，親インド的で

あるとされる ALが政権を取ったことで，インドではそれらの問題も含め二国間

関係全般のさらなる改善が期待されているようである。

ミャンマーとの領海画定問題，ロヒンギャ難民問題

インドとの間で問題となっている領海画定問題は，ミャンマーとの間でも深刻

な問題となっている。２００７年４月にイフテカール外務顧問がミャンマーを訪問し

た後，２００８年３月に２２年ぶりに交渉が再開されたが進展はなかった。そのような

状況のなかで，外貨獲得をガス輸出に大きく依存しているミャンマーは韓国，中

国，インドの企業と契約を結び，探査を続けてきた。８月には韓国企業大宇がバ

ングラデシュの領海に近い地点でガス田の発見を発表している。１１月上旬には大

宇の船がミャンマー海軍軍艦を伴い，バングラデシュが自国領海と主張する地点

で探査を行ったため，外務次官がミャンマーと韓国の大使に抗議を行うだけでな

２年間にわたる非常事態を経て「正常化」
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く，バングラデシュ海軍が出動する事態が発生し，一時緊張が高まった。同月中

旬に開かれた協議でも話し合いは平行線をたどった。

また，ミャンマーとの間では解決の糸口がみえないロヒンギャ難民帰還問題が

残っている。この問題については５月にはグテーレス国連難民高等弁務官がダカ

を訪問し，首席顧問と会談を行っている。

クウェート海外出稼ぎ労働者暴動

７月にはクウェートで，低賃金と劣悪な労働条件等に抗議するバングラデシュ

人労働者のデモが暴徒化し，車両を破壊し，クウェート人を負傷させるという事

件が発生した。クウェート当局は暴動に加わったバングラデシュ人約１０００人を逮

捕し，そのうち８月６日までに７５７人を強制送還する事態となった。また，事件

をきっかけにクウェートの警察と軍が事件に関わっていないバングラデシュ人労

働者までも逮捕していると報じられた。８月４日，クウェート政府は外国人労働

者の最低賃金を決定した。バングラデシュは多くの労働者を中東諸国や東南アジ

ア諸国に送り出しており，このような事件は他の労働者受入国でもいつでも起こ

りうる。また，世界的な不況が長期化する場合には労働者の労働環境がさらに悪

化することも懸念される。

２００９年の課題

２００９年１月６日，ALのハシナ総裁は首相に就任した。ALの圧倒的優勢を背景

として，友党からの入閣は２人だけであった。外相および内相といった要職を含

む４ポスト（首相自身を含めて５人）には女性が任命されたが，これはバングラデ

シュ史上最多の女性閣僚数である。

注目すべきは，新政権閣僚３１人（首相を除く）のうち，閣僚経験者は５人で，そ

れ以外の２６人は未経験者であるという点である。新顔が増えたのは，党内「改革

派」重鎮が要職から排除された結果であろう。ハシナ首相は１月中に６人の弁護

士を閣外相として追加するとともに，自分の主治医である S・A・アリ医師を含

む６人を閣僚と同格・同待遇の首相顧問に任命した。また，２月に選出が予定さ

れている大統領ポストには，自分の拘束されている間に総裁代行として「改革

派」を制したジルル・ラーマンの就任が規定路線となっている。

こうしてハシナ首相は総選挙終了から約１カ月の間に，過去２年間自分を支え

た人たちを側近として重用する一方，一度反旗を翻して自分を窮地に追い込むこ

２００８年のバングラデシュ
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とに加担した党の重鎮を冷遇することにより，政府内および党内における自身の

権限を確固としたものにした。

他方で，BNPのカレダ総裁は選挙結果判明直後，選挙には不正があったとし

て選挙結果を受け入れないとの姿勢を示した。しかし，その後，選挙監視団が続

々と記者会見を開き，今回の選挙がきわめて自由かつ公正に行われたものである

ことを強調し，メディアも結果を受け入れない BNPの姿勢を強く非難するに至

り，新政権に協力する姿勢を示さざるをえなかった。BNPを中心とする４党連

合議員は AL議員に１２日遅れて１月１５日に議員宣誓を行い，２５日に国会は開会さ

れた。

２００７年１月に非常事態が宣言される前のバングラデシュは，ALと BNPとい

う２大政党の対立により，国会がその機能を果たしえない状態が続いていた。バ

ングラデシュが再び２大政党間の対立的政治に逆戻りするのか，それとも国会の

場で与野党間の建設的な議論が行われるようになるのかは，最大野党としての

BNPの姿勢にもかかっている。

ハシナ首相率いる新 AL政権にとっての課題は，物価高騰抑制と世界的不況へ

の対応，汚職対策，電力・エネルギーの確保，貧困と不平等の解消，テロ対策と

いった選挙公約をひとつひとつ実行に移していくことに他ならない。BNPの公

約をみても，今のバングラデシュに必要とされることに関しては共通の認識とな

っているといえる。２大政党がこうした共通課題の解決に向かって，建設的な議

論を通じて，国全体の利益のために協力していくことが期待されている。

対外的には，インド貨物のバングラデシュ領内通過やミャンマーのロヒンギャ

難民帰還といった未解決の問題について協議が進展することが望まれている。ま

た，インドおよびミャンマーと領海画定が，エネルギー確保という国内事情から

喫緊の課題であると考えられる。

（在コルカタ日本国総領事館専門調査員）

本章については，南アジア研究者としての執筆者の個人的見解を反映するもの

であって，日本国外務省および在コルカタ日本国総領事館をはじめとするいかな

る組織や機関の見解・立場を代弁するものではない。

２年間にわたる非常事態を経て「正常化」
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１月３日

▲

アワミ連盟（AL），総選挙を７月

までに実施するよう要求。

▲

専門家委員会，エネルギー担当顧問に石

油製品値上げを提言する報告書提出。

▲

ピントゥ前教育副大臣，AL集会爆破事

件に関与した容疑で逮捕。

８日

▲

政府顧問４人，辞任。

９日

▲

新顧問５人，就任。

１０日

▲

首席顧問特別補佐官３人を任命。

▲

ダカで貧困撲滅に関する「ベンガル湾多

分野 技 術 経 済 協 力 イ ニ シ ア テ ィ ブ」

（BIMSTEC）閣僚級会合。

▲

ハシナ AL総裁，発電所収賄事件で起訴。

２４日

▲

首席顧問特別補佐官２人追加任命。

２月１日

▲

カレダ・バングラデシュ民族主義

党（BNP）総裁，弁護士を通じて，党の分裂

解消・再統合を呼びかけ。

７日

▲

ハシナ AL総裁，総選挙を４月か５

月までに実施するよう政府に要求。

８日

▲

ミリバンド英外相，来訪（～９日）。

２４日

▲

イフテカール外務顧問，日本訪問（～

２８日）。高村外務大臣と会談。

▲
モイーン陸軍参謀長，インド訪問（～３

月１日）。

２６日

▲

反汚職委員会（ACC），カレダ BNP

総裁および元閣僚１０人他を炭鉱入札汚職容疑

で告訴。

３月２日

▲

ジョリル AL幹事長の期限つき仮

釈放決定。３日，治療のためシンガポールに。

１３日

▲

ダカールで第１１回イスラーム諸国会

議機構（OIC）首脳会議（～１４日）。ファクルッ

ディン首席顧問，アジアグループを代表して

演説。

１５日

▲

デルビシュ国連開発計画（UNDP）総

裁来訪（～１７日）。

１８日

▲

首席顧問，ロンドンでブラウン英首

相と会談。

２７日

▲

カレダ BNP総裁，１９９６年に告訴さ

れた汚職事件２件で無罪決定。

３１日

▲

ダカでミャンマー政府派遣団との領

海画定協議（～４月１日）。２２年ぶり。

▲

イフテカール外務顧問，ニューヨークで

潘国連事務総長を表敬訪問。戦犯問題につい

ても報告。

４月１日

▲

イフテカール外務顧問，ミレニア

ム開発目標（MDGs）に関する国連総会特別テ

ーマ別討論に出席（～２日）。

３日

▲

イフテカール外務顧問，ブリュッセ

ルでヴァルトナー欧州委員会対外関係担当委

員，ペテリング欧州議会議長と会談。

６日

▲

軍統合広報部（ISPR），モイーン陸

軍参謀長の任期が１年延長された（２００９年６

月１５日まで）と発表。

７日

▲

政府，ALと非公式協議。

▲

エルシャド，国民党エルシャド派（JP）総

裁に復帰。

▲

デリーでバ印国境警備隊隊長会合（～１２

日）。

８日

▲

スミス英内相，来訪（～１０日）。

▲

政府，BNPの２派閥を非公式協議に招

待。総裁派は総裁の同意必要として回答保留。

９日

▲

政府，JPと非公式協議。

１０日

▲

高裁，選管の BNP改革派への対話

招待は違法でないとの判断。

▲

AL，政府の非公式協議の申出を拒否。

▲

政府，イスラーム協会（JI）との非公式協

議。

１３日

▲

政府，ALと非公式協議。

１４日

▲

ダカ＝コルカタ直通列車運行開始。

２４日

▲

楊中国外交部長，来訪（～２５日）。バ

中友好展示場建設に関する合意書署名。

２７日

▲

選管，BNP改革派との対話。総裁

重要日誌 バングラデシュ ２００８年

４４９



支持派からの出席はなし。

２８日

▲

政府，BNP総裁支持派との非公式

協議。

２９日

▲

選管，総選挙選挙区割り変更案発表。

３０日

▲

主要政党との非公式協議を担当した

５人の顧問，首席顧問に報告。

５月２日

▲

AL，選挙区割り変更に反対表明。

５日

▲

カレダ BNP総裁ら１１人，ガス田開

発汚職事件で起訴される。

６日

▲

カレダ BNP総裁の長男タレクら，

殺人事件隠蔽に絡む贈収賄事件で起訴される。

７日

▲

ハシナ AL総裁ら９人，ガス田開発

汚職事件で起訴される。

▲

サイフル前財務相，治療のためシンガポ

ールへ。自分の総裁代行就任は無効と発言。

８日

▲

カレダ BNP総裁，ブイヤン前幹事

長，サイフル前財務相，ニザミ JI総裁ら前

閣僚１１人を含む２４人，コンテナ取扱業者入札

汚職事件で起訴される。

１２日

▲

首席顧問，国民にむけて演説。１２月

第３週に総選挙を実施すると発表。２２日から

各政党と対話開始。屋内での政治活動解禁。

１５日
▲

コンテナ取扱業者入札汚職事件で，

ニザミ JI総裁ら元閣僚５人を含む１２人に逮

捕状。

１８日

▲

ブイヤン BNP前幹事長，裁判所に

出頭しそのまま収監。ニザミ JI総裁，逮捕。

２０日

▲

AL，ハシナ総裁の釈放を求めて全

国でハンスト。

２２日

▲

首席顧問，各政党との対話開始。

▲

高裁，選管が前政権任期終了から９０日以

内に選挙を実施しなかったのは違法と判断す

る一方で，１２月の選挙実施を容認。

▲

国内で初めて鳥インフルエンザのヒト感

染確認と発表。感染者はダカ市内在住の男児。

２５日

▲

政府，自発的情報開示令承認。

２７日

▲

来訪中のグテーレス国連難民高等弁

務官，ロヒンギャ難民問題に関し，首席顧問

と会談。

▲

不正蓄財容疑でジョリル AL幹事長起訴。

６月１日

▲

M・M・ルフル・アミン，最高裁

長官に就任。

５日

▲

ハシナ AL総裁を医師団が診察。翌

６日，政府に対し，海外での治療を勧告。

８日

▲

自発的情報開示令，公布。

９日
▲

２００８／０９年度予算案，国会に提出。

１１日
▲

ハシナ AL総裁，耳の治療のため期

限付き仮釈放。自宅で顧問４人と会談。
▲

ハルカトゥル・ジハード（HuJI）のハン

ナン，BNPのピントゥ前副大臣ら２２人，AL

集会爆破事件で起訴される。

１２日

▲

ハシナ AL総裁，米国に向けて出発。

１５日

▲

政府，ウポジラ評議会令承認。

２８日

▲

ボーゴラガマ・スリランカ外相，来

訪。首席顧問に南アジア地域協力連合

（SAARC）首脳会議の招待状を手交。

３０日

▲

政府，JPと公式対話。

７月１日

▲

政府，石油製品価格引き上げ。

３日

▲

AL，政府との初公式対話で非常事

態解除等の６項目の要求を提示。

▲

ダカで第１回気候変動に関する SAARC

閣僚級会議。

７日

▲

首席顧問，マレーシア訪問。８日，

開発途上８カ国（D８）首脳会議，出席。

９日

▲

高裁，ガス田開発汚職事件裁判の一

時停止命令。

▲

ダカで，貧困撲滅に関する BIMSTEC閣

僚級会合。

１５日▲高裁，コンテナ取扱業者入札汚職事

件裁判の停止命令。最高裁，高裁のガス田開

発汚職事件裁判停止支持。

▲ニザミ JI総裁，釈放。

１６日▲カマル検事総長辞任。２０日，後任に

サラフッディン・アーメド就任。

２００８年 重要日誌
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１７日

▲

デリーでバ印外務次官級会議。

▲

カレダ BNP総裁の次男ココ，期限つき

保釈。治療のためバンコクへ。

２７日▲カプール印陸軍参謀長来訪（～１日）。

▲

クウェートで低賃金と劣悪な労働条件に

抗議するバングラデシュ人労働者のデモが暴

徒化。８月６日までに７５７人が強制送還。

２８日

▲

ブイヤン BNP前幹事長ら元閣僚３

人を含む１０人保釈。

３１日

▲

インドのタタ・グループ，３０億ド
ルの

対バングラデシュ投資計画断念と発表。

▲

SAARC外相会合出席のためスリランカ

訪問中のイフテカール外務顧問，インドのム

カルジー外相と会談。

８月１日

▲

SAARC首脳会議出席のためスリ

ランカ訪問中の首席顧問，スリランカ大統領

と会談。合同経済委員会の再活性化で合意。

他にモルディブ大統領，ネパール首相と会談。

▲

インドのソニア会議派総裁の息子ラーフ

ル来訪（～５日）。NGOの活動視察。

２日

▲

コロンボで SAARC首脳会議（～３

日）。

３日
▲

首席顧問，シン・インド首相と会談。

▲
「真実と説明責任」委員会設置。１２月末

までの５カ月間。
▲

BNPのサイフル・ラーマン前財務相，

帰国。ダカ市内の病院に入院。

４日

▲

４特別都市と９つの一般都市で市議

会選挙。AL，全４特別都市と８一般都市の

市長選挙で勝利。

６日

▲

政府，人民代表令改正を承認。

１９日

▲

改正人民代表令，公布。

２１日

▲

ダカでバ印国境警備隊隊長会合（～

２５日）。

２５日

▲

人権活動家ら，自発的情報開示令の

合憲性を問う訴え。

▲

選管，政党登録申請期限を１０月１５日と発

表。

▲

選管，ウポジラ選挙を１０月２３日から実施

すると決定（のちに変更）。

２７日

▲

政党登録開始。

２９日

▲

デリーで BIMSTEC外相会合。イフ

テカール外務顧問，デリー滞在中にインド他

の各国外相と会談。

３０日

▲

ダカでバ印内務次官級会議（～３１日）。

３１日
▲

第９次公務員給与改定委員会設置。

９月３日

▲

カレダ BNP総裁長男のタレク，

保釈。

６日

▲

選管，諸政党との第３回対話開始。

７日

▲

BNP，選管との対話をボイコット。

８日

▲

JI，選管との対話をボイコット。

９日

▲

AL，選管と対話。

▲

カレダ BNP総裁，収賄事件２件で保釈。

１１日

▲

カレダ BNP総裁，釈放。

▲

タレク，治療のため英国へ出発。

１２日

▲

顧問５人，カレダ総裁を訪問。

１３日

▲

BNP常任委員会に改革派のサイフ

ル・ラーマン前財務相も出席。

１４日

▲

首席顧問，訪中（～１９日）。温家宝首

相他と会談。

１５日

▲

ダカでバ印領海画定協議，２８年ぶり

に再開（～１７日）。合意には至らず。

１６日

▲

４党連合幹部会合。ニザミ JI総裁

も出席。非常事態宣言後初めて。

２０日

▲

選管，BNPとの対話。BNP，非常

事態即時解除を要求。改正人民代表令に反対。

▲

首席顧問，国民にむけて演説。総選挙を

１２月１８日，ウポジラ選挙を２４日と２８日に実施

すると発表。

▲

首席顧問，国連総会出席のため出発。

２２日

▲

イフテカール外務顧問，ニューヨー

クでヴァルトナー EC対外関係担当委員と会

談。選挙監視団派遣も議論。

２６日

▲

首席顧問，第６３回国連総会で演説。

バングラデシュ
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１０月５日

▲

カレダ BNP総裁と前政権閣僚１０

人他，炭鉱入札汚職容疑で起訴される。

７日

▲

ミャンマーのマウン・エー国家平和

開発評議会副議長，閣僚７人とともに来訪（～

９日）。二重課税防止条約署名。

▲

BNP常任委員会，改正人民代表令廃止

を再要求。政府との対話には応じる姿勢。

８日

▲

第２次改正人民代表令，公布。

１２日

▲

BNPと JI，選管に登録申請期限延

長を要請。１４日に政府との対話を予定。

１３日

▲

選管，政党登録申請期限を２０日に延

長すると発表。

１４日

▲

選管，有権者名簿最終版を受理。

▲

BNPと JIそれぞれ政府と初対話。

２０日

▲

BNPと JI，党則改正を済ませ，政

党登録申請。

２３日

▲

政府，BNP，ALと第２回対話。

２６日

▲

シャルマ英連邦事務局長来訪。

２７日

▲

政府，石油製品価格引き下げ。

２８日

▲

UNDP，透明な投票箱を選管に。

３０日

▲

来訪中のスパチャイ国連貿易開発会

議（UNCTAD）事務局長，ラーマン商業顧問

と会談。

１１月１日

▲

潘国連事務総長，来訪（～２日）。

▲韓国の海底ガス田探査船，ミャンマーの

軍艦を伴い，バングラデシュ領海内で探査活

動開始。９日，探査船退去。

２日

▲

フダ選管委員長，選挙日程発表。総

選挙１２月１８日，ウポジラ選挙２８日。

３日

▲

政府，軍撤退開始と非常事態権限規

則緩和を決定。選挙活動の集会が可能に。

６日

▲

ハシナ AL総裁，帰国。

７日

▲

BNP，チタゴンで大集会。

９日

▲

選管，投票日以外の選挙日程変更。

▲

バングラデシュ新潮流（BDB），ゴノフ

ォーラム，農民労働者人民連盟（KSJL）他が

政党連合を結成。

１３日

▲

デリーで第２回 BIMSTEC首脳会議。

首席顧問出席。

▲

高裁，自発的情報開示令に違憲判決。

１６日

▲

ダカでミャンマー政府派遣団との領

海画定協議（～１７日）。

▲

最高裁，自発的情報開示令に関する高裁

判決を一時差し止め。

１８日

▲

BNP，総選挙投票日の１カ月延期，

非常事態解除等を要求。

１９日
▲

政府，諸政党間で妥協点が見出せず，

予定どおり１２月１８日に実施すると発表。

２０日

▲

BNP，総選挙投票日が１０日間延期

されれば選挙に参加すると表明。

２１日

▲

カレダ BNP総裁とハシナ AL総裁，

軍結成記念式典で会話。

２３日

▲

選管，選挙日程変更を発表。総選挙

１２月２９日，ウポジラ選挙翌年１月２２日。

２５日

▲

モイーン陸軍参謀長，総選挙投票前

の非常事態解除を政府に要請。

１２月２日

▲

マケイン米上院議員来訪（～３日）。

１０日

▲

政府，１７日に非常事態解除と発表。

１１日

▲

JP，大連合に合流で合意。

１２日

▲

AL，選挙公約２３項目を発表。

１３日

▲

BNP，選挙公約３６項目を発表。

１５日

▲

非常事態権限廃止令，公布。

１７日

▲

非常事態解除。

１８日

▲

ACC，カレダ BNP総裁の次男ココ

の資金洗浄容疑で捜査開始。

２０日

▲

陸軍，選挙実施に備え，全国に配備。

２３日

▲

政府，石油製品価格引き下げ。

▲

シレット地方迅速裁判所，英大使襲撃事

件で HuJIハンナンら３人に死刑判決。

２５日

▲

海軍，バングラデシュ領海内で海底

ガス田探査を行っていたインドの探査船に退

去要請。２７日，外務次官，インド大使に抗議。

２９日

▲

総選挙投票日。

３１日

▲

「真実と説明責任」委員会，終了。

２００８年 重要日誌
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大統領

首相

内閣

軍

最高裁判所

上訴部

高裁部

下級裁判所首相府

国会

人事省 民間航空・観光省

財務省 土地省

法務・司法・議会問題省 地方政府・農村開発・協同組合省

農業省 漁業・畜産省

食糧・災害対策省 青年・スポーツ省

特別自治体

一般自治体

県

ウポジラ（郡）

ユニオン評議会

郵政・電気通信省 運輸省

情報省 工業省

宗教問題省 教育省

船舶省 初等・大衆教育省

外務省 科学・情報・通信技術省

計画省 社会福祉省

環境・森林省 水資源省

国防省 文化省

労働・雇用省 内務省

繊維・ジュート省 保健・家族福祉省

住宅・公共事業省 女性・児童問題省

商業省 独立戦争問題省

電力・エネルギー・鉱物資源省 在外居住者福利厚生・在外雇用省

チタゴン丘陵問題省

一院制
345議席
（選出議席300。
女性留保議席45）

6カ所

308カ所

64カ所

481カ所

4498カ所

◯１ 国家機構図（２００８年１２月末現在）

参考資料 バングラデシュ ２００８年

（注） 地方行政・自治体数は２００７年１２月末時点。（BBS, Statistical Pocket Book of Bangladesh，
２００９年１月）
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◯２ 要人名簿
大統領 Iajuddin Ahmed

非政党選挙管理内閣顧問評議会

（２００９年１月６日新政権発足以前）

首席顧問（内閣局，人事省，情報省担当）

Fakhruddin Ahmed

顧問（財務省，計画省担当）

A. B. Mirza Md. Azizul Islam

顧問

（内務省，船舶省，独立戦争問題省担当）

M. A. Matin

顧問

（外務省，在外居住者福利厚生・在外雇用省

担当）

Iftekhar Ahmed Chowdhury

顧問

（地方政府・農村開発・協同組合省，繊維・

ジュート省，労働・雇用省担当）

Md. Anwarul Iqbal

顧問（農業省，水資源省担当）

Chowdhury Sajjadul Karim

顧問

（保健・家族福祉省，食糧・災害対策省担当）

A. M. M. Shawkat Ali

顧問

（法務・司法・議会問題省，宗教問題省，土

地省担当）

A. F. Hassan Ariff

顧問（運輸省，住宅・公共事業省担当）

Ghulam Quader

顧問

（初等・大衆教育省，女性・児童問題省，文

化省担当）

Rasheda K. Choudhury

顧問（商業省，教育省担当）

Hossain Zillur Rahman

首席顧問特別補佐官

（２００９年１月６日新政権発足以前）

民間航空・観光省，工業省，青年・スポーツ

省担当 Mahbub Zamil

チタゴン丘陵問題省，環境・森林省担当

Raja Debashis Roy

郵政・電気通信省，社会福祉省担当

M. A. Malek

電力・エネルギー・鉱物資源省担当

M. Tamim

漁業・畜産省，科学・情報・通信技術省担当

Manik Lal Samaddar

国軍

陸軍参謀長 Moeen U. Ahmed大将

海軍参謀長 Sarwar Zahan Nizam中将

空軍参謀長 S. M. Ziaur Rahman中将

選挙管理委員長 A. T. M. Shamsul Huda

主要政党

アワミ連盟 総裁 Sheikh Hasina

バングラデシュ民族主義党 総裁

Khaleda Zia

２００８年 参考資料
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主要統計 バングラデシュ ２００８年

１ 基礎統計

２００１／０２２００２／０３２００３／０４２００４／０５２００５／０６２００６／０７２００７／０８
人 口（１００万人）
消 費 者 物 価 上 昇 率（％）
為 替 レ ー ト（１ドル＝タカ）

１３１．６
２．７９
５７．４

１３３．４
４．３８
５７．９

１３５．２
５．８３
５８．９

１３７．０
６．４９
６１．４

１３８．８
７．１６
６７．１

１４０．６
７．２０
６８．０

１４２．４
９．９４
６８．６

（注）２００７／０８年度は暫定値。
（出所） Bangladesh Bank, Annual Report２００７―０８より作成。

２ 産業別国内総生産（１９９５／９６年度価格） （単位：１０億タカ）

２００１／０２２００２／０３２００３／０４２００４／０５２００５／０６２００６／０７２００７／０８
農 林 水 産 業
鉱 業
製 造 業
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道
建 設 業
卸 売 ・ 小 売 業
運 輸 ・ 貯 蔵 ・ 通 信 業
金 融
不 動 産
行 政 ・ 国 防
そ の 他

５２０．１
２３．３
３４１．７
３２．７
１８２．４
２９８．７
２０８．６
３４．９
１８７．１
５６．４
２８３．０

５３６．１
２４．９
３６４．８
３５．３
１９７．２
３１６．９
２２２．９
３７．２
１９３．７
５９．３
２９６．２

５５８．１
２６．８
３９０．７
３８．５
２１３．５
３３７．７
２３６．８
３９．８
２００．７
６３．５
３１１．３

５７０．４
２９．１
４２２．７
４１．９
２３１．２
３６１．６
２５５．５
４３．４
２０８．０
６８．６
３２８．５

５９８．５
３１．８
４６８．２
４５．１
２５０．４
３８６．０
２７５．９
４７．１
２１５．７
７４．２
３４７．８

６２５．８
３４．４
５１３．７
４６．１
２６８．０
４１７．０
２９８．１
５１．４
２２３．８
８０．４
３６９．２

６４８．４
３７．４
５５１．８
４８．３
２８３．９
４４７．０
３２４．０
５６．０
２３１．８
８６．２
３９１．３

国 内 総 生 産（GDP）２，１６８．９２，２８４．５２，４１７．４２，５６０．９２，７４０．７２，９２７．９３，１０６．１
Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） ４．４ ５．３ ６．３ ６．０ ６．６ ６．４ ６．２
（注）２００７／０８年度は暫定値。
（出所） 表１に同じ。

３ 主要輸出品 （単位：１００万ドル）

２００１／０２ ２００２／０３ ２００３／０４ ２００４／０５ ２００５／０６ ２００６／０７ ２００７／０８
原 料 ジ ュ ー ト
ジ ュ ー ト 製 品

茶
皮 革 製 品
冷 凍 エ ビ ・ 魚
布 帛 縫 製 品
ニ ッ ト 製 品
肥 料
テ リ ー タ オ ル
そ の 他

６１．１
２４１．６
１７．４
２０７．３
２７６．１

３，１２４．６
１，４５９．２
４７．９
５０．４
５００．４

８２．４
２５６．５
１５．５
１９１．２
３２１．８

３，２５８．３
１，６５３．８
７８．６
５６．６
６３３．７

７９．７
２４５．６
１５．８
２１１．４
３９０．３

３，５３８．１
２，１４８．０
８０．７
６８．３
８２５．１

９６．２
３０７．５
１５．８
２２０．９
４２０．７

３，５９８．２
２，８１９．５
１３０．３
６４．８
９８０．６

１４８．３
３６１．０
１１．９
２５７．３
４５９．１

４，０８３．８
３，８１７．０
１２４．１
８０．２

１，１８３．２

１４７．２
３２０．８
６．９

２６６．１
５１５．３

４，６５７．６
４，５５３．６
１２５．１
１０６．０

１，４７９．３

１６５．１
３１８．３
１４．９
２８４．４
５３４．１

５，１６７．３
５，５３２．５
９１．３
１１２．９

１，８９０．０
輸 出 合 計 ５，９８６．１ ６，５４８．４ ７，６０３．０ ８，６５４．５１０，５２６．２１２，１７７．９１４，１１０．８
（出所） 表１に同じ。
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５ 政府財政 （単位：１０００万タカ）

２００７／０８当初予算 ２００７／０８修正予算 ２００８／０９当初予算
歳 入 ・ 外 国 贈 与
税 収
税 外 収 入
外 国 贈 与
歳 出
経 常 支 出
年 次 開 発 計 画（ADP）
そ の 他 支 出

６１，５５６
４５，８３８
１１，４６３
４，２５５
８７，１３７
５２，９２８
２６，５００
７，７０９

６４，９２７
４８，０１２
１２，５２７
４，３８８
９３，６０８
５７，４２５
２２，５００
１３，６８３

７５，７２８
５６，７８９
１２，５９３
６，３４６
９９，９６２
６６，７５３
２５，６００
７，６０９

財政収支（外国贈与を含む）
（ 財 政 赤 字 の G D P 比 ）

－２５，５８１
（４．８％）

－２８，６７９
（５．４％）

－２４，２３４
（４．０％）

財政収支（外国贈与を含まず）
（ 財 政 赤 字 の G D P 比 ）

－２９，８３６
（５．６％）

－３３，０６９
（６．２％）

－３０，５８０
（５．０％）

財 政 赤 字 補 �
対 外 借 入 金
国 内 銀 行 借 入 金

２５，５８１
６，３０５
１９，２７６

２８，６７９
８，７５６
１９，９２３

２４，２３４
７，２３６
１６，９９８

（出所） Ministry of Finance, Budget in Brief２００８―０９より作成。

４ 国際収支 （単位：１００万ドル）

２００１／０２２００２／０３２００３／０４２００４／０５２００５／０６２００６／０７２００７／０８
貿 易 収 支
輸 出
輸 入
サ ー ビ ス 収 支
サ ー ビ ス 収 入
サ ー ビ ス 支 出
所 得 収 支
所 得 収 入
所 得 支 出
経 常 移 転 収 支
政 府 部 門
民 間 部 門
（うち海外労働者送金）

経 常 収 支

－１，７６８
５，９２９
－７，６９７

－４９９
８６５

－１，３６４
－４０２
５０

－４５２
２，８２６
６９

２，７５７
２，５０１
１５７

－２，２１５
６，４９２
－８，７０７

－６９１
８８７

－１，５７８
－３５８
６４

－４２２
３，４４０
８２

３，３５８
３，０６２
１７６

－２，３１９
７，５２１
－９，８４０

－８７４
９２４

－１，７９８
－３７４
６３

－４３７
３，７４３
６１

３，６８２
３，３７２
１７６

－３，２９７
８，５７３

－１１，８７０
－８７０
１，１７７
－２，０４７
－６８０
１１６
－７９６
４，２９０
３７

４，２５３
３，８４８
－５５７

－２，８８９
１０，４１２
－１３，３０１
－１，０２３
１，３４０
－２，３６３

－７０２
１３６
－８３８
５，４３８
１２５

５，３１３
４，８０２
８２４

－３，４５８
１２，０５３
－１５，５１１
－１，２５５
１，４８４
－２，７３９

－９０５
２４４

－１，１４９
６，５５４
９７

６，４５７
５，９７９
９３６

－５，５４１
１３，９４５
－１９，４８６
－１，５２５
１，８７９
－３，４０４
－１，００５
２２１

－１，２２６
８，７４３
１２７

８，６１６
７，９１５
６７２

資 本 勘 定
金 融 勘 定
直 接 投 資
証 券 投 資
そ の 他 投 資
誤 差 脱 漏

４１０
３９１
３９１
－６
６

－５５０

４２８
４１３
３７６
２
３５

－２０２

１９６
－３１
２７６
６

－３１３
－１７０

１６３
７８４
８００
０

－１６
－３２３

３７５
－１４１
７４３
３２

－９１６
－７２０

４９０
７６２
７９３
１０６
－１３７
－６９５

５７６
－４３１
６５０
４８

－１，１２９
－２１３

総 合 収 支 ４０８ ８１５ １７１ ６７ ３３８ １，４９３ ６０４
（注）２００６／０７年度は修正値。２００７／０８年度は暫定値。
（出所） 表１に同じ。

２００８年 主要統計

４５６
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